
（事前公表） 

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第３号の規定による随意契約を締結

しようとしているので、奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県規則第１４号）第１６条の２第２項の規定によ

り、次のとおり公表します。 

 

令和 8年 3月 10日 

 

１ 契約の名称及び概要 

(1)名称 令和 8年度「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議会だより」の印刷製本業務 

(2)概要 奈良県広報誌「県民だより奈良」及び「奈良県議会だより」について、毎月その全内容を点訳

し、視覚障害者等向けの「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議会だより」として、県が指

定する納入先へ納入する。 

※詳細は別添仕様書のとおり 

     

２ 見積書を提出する者に必要な条件 

次に掲げるいずれにも該当すること。 

(1)地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号に規定する次に掲げるいずれかの施設を営む者であ

り、かつ、県内にその施設が所在している者であること。 

①  障害者支援施設 

②  地域活動支援センター 

③  障害福祉サービス事業を行う施設 

④  小規模作業所 

⑤  ①から④に準ずる者として知事の認定を受けた者 

ただし、定款等に障害者の就業機会の確保を目的とすることを明示し、複数の障害者就労施

設等（国等による障害者就労施設等からの物品等の調達等に関する法律（平成２４年法律第

５０号）第２条第４項に規定する障害者就労施設等をいう。以下同じ。）に対して、物品及び役

務の調達のあっせん又は仲介の業務を行う共同受注窓口としての機能を有する者（以下「共

同受注窓口」という。）については、県内に主たる事務所を置く障害者就労施設等に本業務の

あっせん又は仲介を行うものに限る。 

(2)会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始、民事再生法（平成 11年法律 225

号）に基づく再生手続開始又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産の申立てをし、又は申

立てがなされている者及びこれらの手続き中である者でないこと。 

(3)次に掲げるいずれの要件にも該当しない者であること。 

①  役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（常時契

約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人

及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力



団員をいう。以下同じ。）である。 

②  暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質

的に関与している。 

③  役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に

損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用している。 

④  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若

しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与している。 

⑤  ③及び④に掲げる場合のほか、役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関

係を有している。 

⑥  本県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約

（以下「下請契約等」という。）に当たり、その相手方が①から⑤までのいずれかに該当することを

知りながら、当該者と契約を締結した。 

⑦  下請契約等に当たり、①から⑤までのいずれかに該当する者をその相手方としていた場合（⑥

に該当する場合を除く。）において、本県が契約の相手方に対して当該下請契約等の解除を求

め、契約の相手方がこれに従わなかった。 

⑧  本県が発注する物品購入等の契約を履行するに当たり、暴力団又は暴力団員から不当介入

を受けたにもかかわらず、遅滞なくその旨を本県に報告せず、又は警察に届け出なかった。 

(4)過去５年の間に国、地方公共団体又は民間企業等から点字印刷物の製作に係る業務を受託し、誠

実に履行していること。 

      

３ 契約の相手方の決定方法 

(1)２に該当する者で期限までに有効な見積書を提出したもののうち、予定価格の範囲内で最低額を

提示した者を契約の相手方とします。 

(2)予定価格の範囲内で最低額を２者以上が提示した場合、令和 8年 4月 1日(水)に、くじにより契約の

相手方を決定します。 

(3)予定価格の範囲内の価格を提出した者がいない場合は、入札執行の例により相手方を決定します。 

(4)(3)によっても決定しない場合には、不調とします。 

 

４ 見積書の提出先及び提出期限 

(1)提出先    ５に示す場所（持参又は郵送による） 

(2)提出期限   令和 8年 3月 31日(火)午後５時（必着） 

(3)その他 

① 見積書に記載する金額は、別添仕様書に示した印刷製本及び納入業務に係る１ページ単価と

してください。（年間予定ページ数：268,800ページ） 

② 見積書の提出と同時に、２に該当することを示す参加資格証明書（様式１）を提出してください。

参加資格証明書（様式１）には、２の(1)を証明する書類及び、２の(4)を証明する書類（契約書

一式の写し又は契約の相手方による契約証明書）を添付してください。なお、共同受注窓口に

ついては、本業務のあっせん又は仲介を受ける障害者就労施設等の名称及び各施設への発



注内容が分かる書類及び共同受注窓口としての２の(4)を証明する書類と、本業務のあっせん

又は仲介を受ける障害者就労施設等に係る２の(4)を証明する書類を添付してください。 

③ 次の場合には当該見積書が無効となります。 

ア ２に該当しない者が提出した見積書 

イ 記名押印を欠く見積書 

ウ 重要な文字の誤脱等により必要な事項が確認できない見積書 

エ 価格を加除訂正した見積書 

オ 開封に際して公正な開封の執行を害する行為があったと認められる場合 

     

５ 契約事務を担当する所属 

奈良県総務部知事公室広報広聴課 

住所：〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０  

電話：０７４２－２７－８３２5（ダイヤルイン） 

ＦＡＸ：０７４２－２２－６９０４ 

 

６ 契約の解除等について 

(1)決定後、契約締結までの間に、決定者について次のいずれかに該当する事由があると認められるとき

は、契約を締結しないものとします。 

① 決定者の役員等が暴力団員あるとき。 

② 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているとき。 

③ 決定者の役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は

第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。 

④ 決定者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直

接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与しているとき。 

⑤ ③及び④に掲げる場合のほか、決定者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。 

⑥ この契約に係る下請契約又は資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」とい

う。）に当たって、その相手方が①から⑤までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と

契約を締結したとき。 

⑦ この契約に係る下請契約等に当たって、①から⑤までのいずれかに該当する者をその相手方と

していた場合（⑥に該当する場合を除く。）において、本県が当該下請契約等の解除を求めたに

もかかわらず、それに従わなかったとき。 

(2)契約締結後、契約者について(1)の①から⑦までのいずれかに該当する事由があると認められるとき

又はこの契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入を受けたにもかかわらず、遅滞

なくその旨を本県に報告せず、若しくは警察に届け出なかったと認められるときは、契約を解除すること

があります。この場合は、契約者は、本県に対して損害賠償金を納付しなければなりません。 

なお、(1)の①、③、④及び⑤中「決定者」とあるのは、「契約者」と読み替えるものとします。 

 



７ その他 

 本業務に係る県の令和 8 年度予算が県議会で承認されなかった場合は、手続きの停止等を行う場合が

ありますので、了承のうえで見積書を提出してください。 

 



（ 様式１ ） 

令和８年度「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議会
だより」の印刷製本業務 

 
 
 

参加資格証明書  
 
 
 

奈良県知事 殿 

 

 

商号又は名称 

 

住 所 

 

代表者名                  印  

 

              Ｔ Ｅ Ｌ 

 

              Ｆ Ａ Ｘ 

 

 
 

令和８年度「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議

会だより」の印刷製本業務の事前公表２に記載された、全

ての条件に該当することを誓約します。 

また、２の（１）及び（４）に記載された条件を証明す

る書類を添付のとおり提出します。 



令和 8年度「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議会だより」の印刷製本業務 

仕様書 

 

１．業務内容 

奈良県広報誌「県民だより奈良」及び「奈良県議会だより」について、毎月その全内容を点訳し、視覚

障害者等向けの「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議会だより」として、県が指定する納入先へ納

入する。 

 

２．発行回数 

年 12回（令和 8年 5月号から令和 9年 4月号まで） 

 

３．発行部数 

毎回 120部 

 

４．体裁 

（１） 仕上がり 

大きさ 横 194mm×縦 257mm 

１行 30 マスで、「県民だより奈良」及び「奈良県議会だより」を全て点訳すること 

（２） 予定分量 

①「点字県民だより奈良」のみを発行する場合 

1回・1部あたりのページ数  170ページ程度 

年間発行回数  ８回 

（4月号・6月号・7月号・9月号・10月号・11月号・1月号・3月号） 

②「点字県民だより奈良」及び「点字奈良県議会だより」を発行する場合 

1回・1部あたりのページ数  220ページ程度 

年間発行回数  ４回 

（5月号・8月号・12月号・2月号） 

※「点字奈良県議会だより」は分冊すること 

   （３） 紙質 

点字用紙 薄手 90ｋｇ／千枚 

（４） 製本 

原則リング製本（カードリング使用による２穴リング留めでも可） 

２箇所以上のリング留め。 

       ※分冊する「点字奈良県議会だより」については、ホチキス製本可 



５．原稿の支給方法 

テキストデータを支給（発行月の前月中旬に支給） 

 

６．校正 

なし 

 

７．納入方法 

① 納入先は毎月、県がデータにより提供するので、受注者により宛名等を記載して送付すること。 

② 納入にあたっては、受注者（名称及び電話番号）と、発行元（名称及び電話番号）を記載すること。 

 

８．納入期限 

各発行月の３日（土曜日、日曜日又は祝日の場合は、直前の平日）までに、納入すること。 

ただし、令和 9年 4月号については、令和 9年 3月 31日までに納入すること。 

 

９．納入場所 

毎月県が指定する（120 カ所程度）。 

 

10．報告 

毎月の業務完了後、速やかに県へ業務完了報告書を提出すること。 

 

11．その他   

（１）故意・過失を問わず、成果物に不良品があった場合は、受託者の費用負担により対応すること。 

（２）本業務を処理するために知り得た個人情報の取り扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」

を遵守すること。 

（３）この仕様書に定めのない事項については、別途県と協議すること。 

 

12．発注課 

奈良県総務部知事公室広報広聴課 

    （TEL ０７４２－２７－８３２5） 



別 記  

個人情報取扱特記事項 
 
 （基本的事項） 
第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個
人の権利利益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 
 （秘密の保持）  
第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この
契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

 
 （収集の制限） 
第３ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的を
達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 
 （目的外利用・提供の禁止） 
第４ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契
約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 
 （漏えい、滅失及びき損の防止）  
第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止そ
の他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 
 （従事者の監督） 
第６  乙は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られる
ように、従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該契
約による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら
ないこと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があること、そ
の他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 
 

 （複写又は複製の禁止） 
第７ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された
資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 
 （再委託の禁止） 
第８ 乙は、甲が承諾した場合を除き、この契約による事務については自ら行い、第三者にそ
の取扱いを委託してはならない。 

 
 （資料等の返還等） 
第９ 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、
若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後、直ちに、甲に返還し、
又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該指示に従うものとする。 

 
 （取扱状況についての指示等） 
第 10 甲は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況について、乙に対して、
 必要な指示を行い、若しくは報告若しくは資料の提出を求め、又は調査をすることができる。
 この場合において、乙は、拒んではならない。 
 
 （事故発生時における報告） 
第 11 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、
 速やかに、甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
 
 （損害賠償等） 
第 12 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、甲又は第三
者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰すべき
事由により、甲又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。 

２ 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、契約の解除及
び損害賠償の請求をすることができるものとする。 


